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独立監査人の監査報告書 
 

令和７年６月 11日 

公立大学法人三重県立看護大学 

理事長 片 田 範 子 様 

有限責任 あずさ監査法人 

名古屋事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 中 村 哲 也 

 

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、地方独立行政法人法（以下「法」という。）第 35条第 1項の規定に基づく監査に準じ

て、公立大学法人三重県立看護大学の令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までの第 16 期事業

年度の財務諸表（損失の処理に関する書類（案）を除く。以下同じ。）、すなわち、貸借対照表、損

益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附

属明細書について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠して、公立大学法人三重県立看護大学の令和７年３月 31 日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な

点において適正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に準

拠して監査を行った。地方独立行政法人の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監

査における会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関す

る規定に従って、公立大学法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

断している。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽

表示をもたらす理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在

は認められなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要

な虚偽表示の要因とならない理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違

法行為の有無について意見を述べるものではない。 

 

その他の記載内容 

 その他の記載内容は、事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。理事長の責任は、その他

の記載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセス

の整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにある。 

当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。



 

 

財務諸表に対する理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の会計の基準に

準拠して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為に

よる重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために理事長が必要と判断した内部

統制を整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法人の監査の基準に

従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を

実施する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚

偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査人の

判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関

連する内部統制を検討する。 

・ 理事長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに理事長によって行われた会計上

の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる地方独立行政法

人の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評

価する。 

・ 理事長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した

内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び地方独立行政法人の監査の基準で求め

られているその他の事項について報告を行う。 

 

＜損失の処理に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、法第 35 条第 1 項の規定に基づく監査に準じて、公立大学法人三重県立看護大学

の令和６年４月１日から令和７年３月 31 日までの第 16 期事業年度の損失の処理に関する書類

（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事

業報告書について監査の対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のう

ち、会計帳簿の記録に基づく記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 損失の処理に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、公立大学法人三重県立看護大学の財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示しているものと認め

る。 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。



 

 

理事長及び監事の責任 

理事長の責任は、法令に適合した損失の処理に関する書類（案）を作成すること、財政状態、運

営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに理事長によ

る予算の区分に従って決算の状況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における公立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、損失の処理に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況を正しく

示しているか並びに決算報告書が理事長による予算の区分に従って決算の状況を正しく示してい

るかについて、独立の立場から報告することにある。 

 

利害関係 

公立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以 上 

 
 

監査報告書の原本（電子署名が付された電子データ）は本学が別途保管しております。





（単位：円）
資産の部


Ⅰ　固定資産
有形固定資産


土地 1,080,000,000
建物 3,371,377,830


減価償却累計額 △ 1,438,598,414 1,932,779,416
構築物 73,392,550


減価償却累計額 △ 59,475,683 13,916,867
工具器具備品 253,967,349


減価償却累計額 △ 214,033,586 39,933,763
図書 320,589,732 320,589,732
美術品・収蔵品 2,210,000
車両運搬具 4,817,756


減価償却累計額 △ 4,817,753 3
有形固定資産合計 3,389,429,781


無形固定資産
特許権 74,180
ソフトウェア 23,521,629
電話加入権 38,000
無形固定資産合計 23,633,809


投資その他の資産
敷金及び保証金 2,115,000
預託金 24,530
投資その他の資産合計 2,139,530
　　　固定資産合計 3,415,203,120


Ⅱ　流動資産
現金及び預金 74,354,232
棚卸資産 232,325
前払金 612,400
立替金 242,954
未収金 246,562,661


　　　流動資産合計 322,004,572
　　　　　資産合計 3,737,207,692


負債の部
Ⅰ　固定負債


長期繰延補助金等（注） 3,520,375
長期寄附金債務（注） 3,034,957


　　　固定負債合計 6,555,332


Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務（注） 648,016
寄附金債務（注） 1,000,000
未払金 171,188,906
未払費用 6,485,157
未払消費税等 533,600
預り金 2,228,481
科学研究費助成事業等預り金（注） 21,015,986
リース債務 2,634,258


　　　流動負債合計 205,734,404
　　　　　負債合計 212,289,736


貸借対照表
（令和7年3月31日現在）
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純資産の部
Ⅰ　資本金


地方公共団体出資金 3,770,320,000
　 資本金合計 3,770,320,000


Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 773,955,444
減価償却相当累計額（△）（注） △ 1,428,240,408


　 資本剰余金合計 △ 654,284,964


Ⅲ　利益剰余金
教育研究の質の向上並びに組織運営
及び施設設備の改善積立金（注） 48,393,310
積立金 380,382,739
当期未処理損失 △ 19,893,129
（うち当期総損失　△19,893,129)


　利益剰余金合計 408,882,920
　純資産合計 3,524,917,956
　　 負債純資産合計 3,737,207,692


（注）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。
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（単位：円）
経常費用


業務費
教育経費 147,343,143
研究経費 40,633,745
教育研究支援経費 118,896,493
受託研究費 2,750,000
受託事業費等 3,438,831
役員人件費 24,638,939
教員人件費 608,814,612
職員人件費 133,033,756 1,079,549,519


一般管理費 212,154,024
財務費用


支払利息 23,343 23,343
雑損 181,400


経常費用合計 1,291,908,286
経常収益


運営費交付金収益（注１） 849,972,041
授業料収益 242,540,450
入学金収益（注１） 25,098,000
検定料収益 9,250,000
公開講座講習料収益 144,287
受託研究収益（注１） 2,750,000
受託事業等収益（注１） 3,438,831
補助金等収益（注１） 14,873,557
寄附金収益（注１） 2,128,721
施設費収益 100,571,900
財務収益


受取利息 154,247 154,247
雑益


財産貸付料収入 1,240,098
手数料収入 112,738
科学研究費助成事業等間接経費収益（注１） 4,203,000
その他雑益 7,304,978 12,860,814


経常収益合計 1,263,782,848
経常損失 28,125,438


臨時損失
固定資産除却損 1,352,122 1,352,122


当期純損失 29,477,560
目的積立金取崩額（注１） 9,584,431
当期総損失 19,893,129


（注１）これらは地方独立行政法人固有の会計処理に伴う勘定科目であります。


損益計算書
（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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（注２）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


　当期総損失 △ 19,893,129
　　　減価償却相当額 △ 108,542,398
　　　賞与引当増加相当額 793,094
　　　退職給付引当増加相当額 53,500,485
　　　小計 △ 54,248,819
資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 74,141,948


（注３）科学研究費助成事業等に関する注記
　当期受入額 14,010,000
　当期支出額 23,374,377
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（単位：円）


Ⅰ　資本金


うち当期総損失


3,770,320,000 785,213,724 △ 1,327,139,843 0 △ 541,926,119 3,506,047 53,766,806 0 384,469,027 -                  441,741,880 3,670,135,761


Ⅰ　資本金の当期変動額


Ⅱ　資本剰余金の当期変動額


固定資産の取得 3,381,400 3,381,400 0 △ 3,381,400 △ 3,381,400 0


固定資産の除売却 △ 14,639,680 7,441,833 △ 7,197,847 0 △ 7,197,847


減価償却 △ 108,542,398 △ 108,542,398 0 △ 108,542,398


Ⅲ　利益剰余金の当期変動額


（１）　利益の処分


　　　　前中期目標期間からの繰越し 0 0 0


　　　　利益処分による積立 0 4,086,288 380,382,739 △ 384,469,027 -                  0 0


　　　　利益処分（又は損失処理）による取り崩し 0 -                  0 0


　　　　設立団体への納付金の納付 0 0 0


（２）　その他


　　　　当期純損失 0 △ 29,477,560 △ 29,477,560 △ 29,477,560 △ 29,477,560


　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 0 △ 3,506,047 3,506,047 3,506,047 0 0


　　　　目的積立金取崩額 0 △ 6,078,384 6,078,384 6,078,384 0 0


当期変動額合計 0 △ 11,258,280 △ 101,100,565 0 △ 112,358,845 △ 3,506,047 △ 5,373,496 380,382,739 △ 404,362,156 △ 19,893,129 △ 32,858,960 △ 145,217,805


当期末残高 3,770,320,000 773,955,444 △ 1,428,240,408 0 △ 654,284,964 0 48,393,310 380,382,739 △ 19,893,129 △ 19,893,129 408,882,920 3,524,917,956


当期未処分利益
又は当期未処理損失


（△）
利益剰余金合計


純 資 産 変 動 計 算 書


（令和６年４月１日～令和７年３月31日）


当期首残高


純資産
合計


当期変動額


資本
剰余金
合計


前中期目標期間繰越積
立金


目的積立金
除売却差額


相当累計額(－)


Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金(又は繰越欠損金)


設立
団体


出資金


資本
剰余金


減価償却
相当累計額(－)


積立金
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(単位：円)


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー.


原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 230,072,861


人件費支出 △ 690,796,491


その他の業務支出 △ 145,830,497


運営費交付金収入 668,882,105


授業料収入 230,030,450


入学金収入 21,291,000


検定料収入 9,250,000


公開講座講習料収入 144,287


受託研究収入 2,750,000


受託事業等収入 3,179,540


補助金収入 13,453,900


寄附金収入 827,460


預り金収支 △ 8,131,286


その他の収入 12,917,952


　　業務活動によるキャッシュ・フロー △ 112,104,441


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー


定期預金の預入による支出 △ 70,000,000


定期預金の払戻による収入 70,000,000


有形固定資産の取得による支出 △ 13,903,019


施設費による収入 17,160,000


　　　　　小　　計 3,256,981


利息及び配当金の受取額 154,247


　　投資活動によるキャッシュ・フロー 3,411,228


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー


リース債務の返済による支出 △ 34,951,423


　　　　　小　　計 △ 34,951,423


利息の支払額 △ 26,021


　　財務活動によるキャッシュ・フロー △ 34,977,444


Ⅳ 資金増加額 △ 143,670,657


Ⅴ 資金期首残高 218,024,889


Ⅵ 資金期末残高 74,354,232


キャッシュ･フロー計算書


（令和6年4月1日～令和7年3月31日）
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（単位：円）


Ⅰ　当期未処理損失 19,893,129
当期総損失 19,893,129


Ⅱ　損失処理額 19,893,129
積立金取崩額 19,893,129


Ⅲ　次期繰越欠損金 0


損失の処理に関する書類（案）
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Ⅰ． 重要な会計方針 


当事業年度より、改訂後の「地方独立行政法人会計基準及び地方独立行政法人


会計基準注解」（令和４年８月 31 日改訂）及び「地方独立行政法人会計基準及


び地方独立行政法人会計基準注解」に関するＱ＆Ａ（令和６年３月改訂）のう


ち、収益認識に関する会計基準の導入による改訂内容を適用して、財務諸表等


を作成しています。 


 


１ 運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 


期間進行基準を採用しています。 


なお、退職一時金及び修学支援新制度に係る授業料等減免相当額、特定の


事業に充当される運営費交付金については、費用進行基準を採用しています。 


 


２ 減価償却の会計処理方法 


（１）有形固定資産 


定額法を採用しています。 


耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準とし、設立団体から 


承継した固定資産については承継時の残存耐用年数で減価償却しています。 


なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりです。 


建  物   ３年～４７年 


構 築 物   ３年～３３年 


工具器具備品 ５年～ ８年 


ただし、リース資産については、リース期間を耐用年数とする定額法によ 


っています。 


また、特定の償却資産（地方独立行政法人会計基準第 87）の減価償却相 
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当額については、減価償却相当累計額として、資本剰余金から控除して表示し


ています。 


（２）無形固定資産 


定額法を採用しています。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期


間（５年）に基づいて償却しています。 


 


３ 引当金の計上基準 


（１）賞与引当金及び見積額の計上基準 


賞与については、運営費交付金による財源措置がなされるため、賞与引当


金は計上していません。 


（２）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 


退職一時金については、運営費交付金による財源措置がなされるため、退 


職給付に係る引当金は、計上していません。 


 


４ 棚卸資産の評価基準及び評価方法 


貯蔵品：最終仕入原価法による原価法 


 


５ リース取引の会計処理 


リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、通


常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっています。 


６ 消費税等の会計処理 


消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっています。 
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Ⅱ．注記 


１ 貸借対照表関係 


（１） 運営費交付金から充当されるべき賞与見積額 41,773,149 円 


（２） 運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金見積額 103,970,522 円 


（三重県からの派遣職員に対する退職給付の見積額については、上記金額


から除いています。） 


 


２ キャッシュ・フロー計算書関係 


（１） 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳 


現金及び預金   74,354,232 円 


 うち定期預金      0 円 


資金期末残高   74,354,232 円 


（２）重要な非資金取引 


現物寄附による固定資産の取得 


図 書        47,573 円 


ソフトウェア  1,168,420 円 


合 計          1,215,993 円 


 


３ 公立大学法人の業務運営に関して住民の負担に帰せられるコスト 


Ⅰ業務費用 


（１）損益計算書上の費用              1,293,260,408 円 


 （２）（控除）自己収入等                        △294,162,350 円  


   業務費用合計                    999,098,058 円 


Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等              54,248,819 円 
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Ⅲ 機会費用 


  地方公共団体出資の機会費用        44,005,470 円   44,005,470 円 


Ⅳ 公立大学法人の業務運営に関して 


  住民の負担に帰せられるコスト                 1,097,352,347 円 


 


公立大学法人の業務運営に関して住民に帰せられるコストの注記における


機会費用の計上方法 


地方公共団体出資の機会費用の計算に利用した利率 


10 年利付国債の 2025 年３月末利回りを参考に 1.485％で計算しています。 


 


４ 重要な債務負担行為 


 


 


 


契約名称 契約相手方 契約金額 
翌期以降支払金額 


一年以内 一年超 


令和７～９年度


三重県立看護大


学清掃維持管理


業務委託 


丸ノ内ビル管理 


株式会社 
136,105,200 円 45,368,400 円 90,736,800 円 


令和７～９年度


三重県立看護大


学設備保守管理


業務委託 


津総合設備 


株式会社 
101,200,000 円 33,732,600 円 67,467,400 円 


三重県立看護大


学学内ＬＡＮ構


成機器の賃貸


借、設置及び情


報設備環境整備


業務委託 


株式会社ミエデン 247,500,000 円 24,750,000 円 222,750,000 円 


合 計 484,805,200 円 103,851,000 円 380,954,200 円 
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５ 金融商品関係 


（１）金融商品の状況に関する事項 


   当法人は、資金運用については、預金で運用しています。 


（２）金融商品の時価に関する事項 


   期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、 


  下記のとおりです。また、現金は注記を省略しており、預金、未収金及び


未払金は短期間で決済されるため、時価が帳簿価額に近似することから注


記を省略しています。 


（単位：円） 


（*）負債は（ ）で示しています。 


  （注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 


金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び 


重要性に応じて、以下の三つのレベルに分類しています。 


レベル１の時価： 同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）


相場価格により算定した時価 


レベル２の時価： レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可 


能なインプットを用いて算定した時価 


レベル３の時価： 重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合


には、それらのインプットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定に


おける優先順位が最も低いレベルに時価を分類しています。 


 


 貸借対照表計上額(*) 時価(*) 差額(*1) 


 


リース債務 


 


(2,634,258)  


 


(2,626,078)  


 


（△8,180） 
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リース債務  


時価については、元利金の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リス 


クを加味した利率を基に、割引現在価値法により算定しており、レベル２の


時価に分類しています。 


 


６ 賃貸等不動産関係 


  賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記は省略しています。 


 


７ 会計上の見積りに関する事項 


  記載すべき事項はありません。 


 


８ 重要な後発事象 


該当する事項はありません。 


 







(単位：円）


当期償却額
当期
減損


損失額


当期
減損損失
相当額


建物 3,352,099,581   -                 14,639,680    3,337,459,901   1,422,404,466 108,542,398     -          -            -            1,915,055,435    


工具器具備品 5,835,942         -                 -                 5,835,942         5,835,942       -                   -          -            -            -                     


計 3,357,935,523   -                 14,639,680    3,343,295,843   1,428,240,408 108,542,398     -          -            -            1,915,055,435    


建物 33,917,929       -                 -                 33,917,929       16,193,948     2,250,466        -          -            -            17,723,981        


構築物 73,392,550       -                 -                 73,392,550       59,475,683     2,637,397        -          -            -            13,916,867        


工具器具備品 404,321,844      7,616,400      163,806,837  248,131,407      208,197,644    54,005,380 -          -            -            39,933,763        


図書 332,350,783      6,329,581      18,090,632    320,589,732      -                  -                   -          -            -            320,589,732       


車両運搬具 4,817,756         -                 -                 4,817,756         4,817,753       -                   -          -            -            3                     


計 848,800,862      13,945,981    181,897,469  680,849,374      288,685,028    58,893,243 -          -            -            392,164,346       


土地 1,080,000,000   -                 -                 1,080,000,000   -                  -                   -          -            -            1,080,000,000    


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                 2,210,000         -                  -                   -          -            -            2,210,000          


計 1,082,210,000   -                 -                 1,082,210,000   -                  -                   -          -            -            1,082,210,000    


土地 1,080,000,000   -                 -                 1,080,000,000   -                  -                   -          -            -            1,080,000,000    


建物 3,386,017,510   -                 14,639,680    3,371,377,830   1,438,598,414 110,792,864     -          -            -            1,932,779,416    


構築物 73,392,550       -                 -                 73,392,550       59,475,683     2,637,397        -          -            -            13,916,867        


工具器具備品 410,157,786      7,616,400      163,806,837  253,967,349      214,033,586    54,005,380 -          -            -            39,933,763        


図書 332,350,783      6,329,581      18,090,632    320,589,732      -                  -                   -          -            -            320,589,732       


美術品・収蔵品 2,210,000         -                 -                 2,210,000         -                  -                   -          -            -            2,210,000          


車両運搬具 4,817,756         -                 -                 4,817,756         4,817,753       -                   -          -            -            3                     


計 5,288,946,385   13,945,981    196,537,149  5,106,355,217   1,716,925,436 167,435,641 -          -            -            3,389,429,781    


ソフトウェア 101,388,471      1,168,420      618,420        101,938,471      78,416,842     9,983,854        -          -            -            23,521,629        


電話加入権 38,000             -                 -                 38,000             -                  -                   -          -            -            38,000              


特許権 767,600           -                 -                 767,600           693,420         143,453          -          -            -            74,180              


計 102,194,071      1,168,420      618,420        102,744,071      79,110,262     10,127,307      -          -            -            23,633,809        


敷金及び保証金 2,115,000         -                 -                 2,115,000         -                  -                   -          -            -            2,115,000          


預託金 24,530             -                 -                 24,530             -                  -                   -          -            -            24,530              


計 2,139,530         -                 -                 2,139,530         -                  -                   -          -            -            2,139,530          


附属明細書


(１)　固定資産の取得及び処分、減価償却費(「第８７　特定の資産に係る費用相当額の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の
明細


資 産 の 種 類 期 首 残 高 当 期 増 加 額 当 期 減 少 額 期 末 残 高


減価償却累計額 減損損失累計額


有形固定資産
合計


無形固定資産


投資その他の資産


差引当期末残高 摘 要


有形固定資産
（特定償却資産）


有形固定資産
（特定償却資産以外）


非償却資産
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（単位：円）


切手 90,945                449,578            -                   459,618          -                     80,905              


クオカード 173,770              1,272,780         -                   1,295,130        -                     151,420             


合  計 264,715              1,722,358         -                   1,754,748        -                     232,325             


　　　該当事項はありません。


(4)　長期貸付金の明細


　　　該当事項はありません。


(5)　長期借入金の明細


　　　該当事項はありません。


(6)　公立大学法人債の明細


　　　該当事項はありません。


(7)　引当金の明細


　　　該当事項はありません。


(8)　資産除去債務の明細


　　　該当事項はありません。


(9)　保証債務の明細


　　　該当事項はありません。


（単位：円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要


2,248,000         -                   -                   2,248,000          


568,453,411      -                   -                   568,453,411      


214,512,313      3,381,400        14,639,680      203,254,033      
有形固定資産等を取
得・除却したことによ
る増減


785,213,724      3,381,400        14,639,680      773,955,444      


その他


(3)　有価証券の明細


地方公共団体からの譲与


施設費


目的積立金


計


(10)　資本剰余金の明細


区　　分


(2)　棚卸資産の明細


種　類 期首残高


当期増加額 当期減少額


期末残高 摘　要当期購入・
製造・振替


その他 払出・振替
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(11)　目的積立金の取崩しの明細


（単位：円）


423,500        


48,967         


472,467        


43,120         


894,960        


938,080        


825,000        


1,270,500     


2,095,500     


-                


3,506,047     


（単位：円）


3,381,400     


3,381,400     


919,600        


1,151,555     


2,071,155     


28,072         


26,977         


8,000           


44,180         


107,229        


3,900,000     


3,900,000     


-                


9,459,784     


（単位：円）


令和４年度 1,562,517             -                 -                


令和５年度 31,834,540            -                 648,016        


令和６年度 -                        817,223,000   -                


合　　計 33,397,057            817,223,000   648,016        


（単位：円）
区分 令和３年度交付分


期間進行基準 -                        


費用進行基準 -                        


計 -                        


771,151,916             


78,820,125               


849,972,041             817,223,000             1,562,517                31,186,524               


-                            771,151,916             


46,071,084              


817,223,000  -                 -                817,223,000   


　　　報酬委託手数料 -                           919,600                  -                  


（注）三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された74,000円は寄附金債務に含め、上記には含めていません。


31,186,524               


令和４年度交付分 令和５年度交付分 令和６年度交付分 合計


-                           


1,562,517                


31,186,524    -                 -                31,186,524     


1,562,517      -                 -                


当期交付額


-                           -                          


(12)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


(12)－1　運営費交付金債務


交付年度 期首残高 期末残高


 中期目標期間終了時の積立金への振替額


　　　報酬・委託・手数料 -                           


　　　報酬・委託・手数料


107,229                  小計


44,180                    


(12)－2　運営費交付金収益


-                


1,562,517       


　　　消耗品費


　　　賃借料


26,977                    


8,000                      -                  


当期振替額


小　　　計


-                           


3,900,000               


849,972,041  -                 


資産見返運営
費 交 付 金


-                          


3,381,400                


-                          


資本剰余金


-                  


849,972,041   


-                  


教育研究の質の向上並びに組織運営及び施設設備の改善積立金


-                          -                  


-                  


3,900,000               


運 営 費 交 付
金 収 益


積立金の名称
及び事業名 教育研究の


質向上事業
組織運営及び施設設


備改善事業
その他 計


-                  


小計


-                  


　　　工具器具備品


-                  


-                          


-                  


919,600                  小計


-                          


28,072                    


1,151,555                


-                          　　　旅費交通費


-                          


研究経費


　　　備品費 1,151,555                


教育経費


3,381,400                -                  


-                  


合計額 4,640,184 4,819,600               -                  


一般管理費


-                  小計


積立金の名称
及び事業名


前中期目標期間繰越積立金


教育研究の
質向上事業


組織運営及び施設設
備改善事業


その他 計


教育経費


　　　報酬委託手数料 -                           423,500                  -                  


　　　消耗品費 48,967                    -                          -                  


小計 48,967                    423,500                  -                  


研究経費


　　　賃借料 43,120                    -                          -                  


　　　報酬・委託・手数料 894,960                  -                          -                  


小計 938,080                  -                          -                  


一般管理費


　　　広告宣伝費 -                           825,000                  -                  


　　　報酬・委託・手数料 -                           1,270,500               -                  


小計 -                           2,095,500               -                  


 中期目標期間終了時の積立金への振替額 -                           -                          -                  


合計額 987,047 2,519,000               -                  
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(13)　地方公共団体等からの財源措置の明細
(13)－1　施設費の明細


（単位：円）


資本剰余金
建設仮勘定
見返施設費


収益計上


-                  -                  37,887,300    


-                  -                  45,524,600    


-                  -                  17,160,000    


-                  -                  100,571,900   


（単位：円）


建設仮勘定
見返補助金等


資産見返
補助金等


資本剰余金
長期預り
補助金等


収益


直接経費 -                  13,453,900    -                  -               -           -           13,453,900 -              13,453,900


間接経費 -                  -                  -                  -               -           -           -               -              -                 


直接経費 -                  13,453,900    -                  -               -           -           13,453,900 -              


間接経費 -                  -                  -                  -               -           -           -               -              


計 -                  13,453,900    -                  -               -           -           13,453,900 -              


（注）「摘要」欄には、当期交付決定額を記載しています。


　　　損益計算書の補助金等収益には、長期繰延補助金等の収益化額1,419,657円が含まれているため、本明細の収益の合計額と一致していません。


(14)　役員及び教職員の給与の明細


（単位：円、人）


支給人員 支給人員


常　勤 2                  -               


非常勤 4                  -               


計 6                  -               


常　勤 55                10             


非常勤 16                -               


計 71                10             


常　勤 14                1               


非常勤 10                -               


計 24                1               


常　勤 71                11             


非常勤 30                -               


計 101              11             


(注1)　役員に対する報酬及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　役員報酬
　　　役員に対する報酬については、「公立大学法人三重県立看護大学役員報酬規程」に基づいています。
  （2）　退職手当
　　　役員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学役員退職手当規程」に基づいています。
(注2)　教員及び職員（以下「教職員という。」）に対する給与及び退職手当の支給基準の概要
  （1）　教職員給与
　　　教職員に対する給与については、「公立大学法人三重県立看護大学職員給与規程」、「公立大学法人三重県立看護大学
　　  職員就業規則」及び「公立大学法人三重県立看護大学契約職員就業規則」に基づいています。また、非常勤の教職員に
　　  は、年間を通じて勤務を委嘱した職員を含んでいます。
  （2）　退職手当
　　　教職員に対する退職手当については、「公立大学法人三重県立看護大学職員退職手当規程」に基づき支給しています。
(注3)　支給人員は、令和6年4月1日から令和7年3月31日までの平均支給人員数によっています。また、退職給付には総支
　　　給人員を記載しています。


(15)　開示すべきセグメント情報


　　　当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略します。


グラウンド陸上トラック
地盤沈下改修工事


45,524,600


-                                            


78,328,371                               


-                                            


計


摘要


授業料等減免費交付
金


三重県


期末
残高


当期振替額


(13)－2　補助金等の明細


当期交付額交付元
期首
残高


576,650,488                         


報酬又は給与


22,151,317                          


113,974,594                         


21,449,900                          


区　　分


役　員


教　員


440,495,117                         


91,823,277                          


退職給付


支給額


-                                            


-                                            


491,754                                   


78,820,125                               


78,328,371                               


491,754                                   


-                                            


78,820,125                               


-                                            


538,148,337                         


38,502,151                          


730,877                              


22,180,777                          


424,875,160                         


15,619,957                          


体育館照明LED化工事 17,160,000


支給額


合　計


名称 経費の別


左の会計処理内訳
摘要


職　員


合　計


当期交付額


100,571,900                 


区分


機械棟・講堂棟外壁改
修工事


37,887,300
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（単位：円）


　　　教育経費
消耗品費 8,197,050          
備品費 1,151,555          
印刷製本費 4,422,585          
水道光熱費 17,130,939         
旅費交通費 4,081,176          
通信運搬費 1,110,007          
賃借料 8,323,862          
保守費 3,135,000          
修繕費 801,020             
損害保険料 25,770              
諸会費 42,300              
報酬・委託・手数料 73,194,539         
奨学費 14,477,150         
租税公課 894,764             
減価償却費 10,355,426         147,343,143


　　　研究経費
消耗品費 9,850,371          
備品費 897,190             
印刷製本費 61,680              
水道光熱費 3,291,451          
旅費交通費 2,516,636          
通信運搬費 251,024             
賃借料 384,245             
車両燃料費 2,032                
保守費 42,460              
修繕費 45,200              
諸会費 2,853,594          
報酬・委託・手数料 15,836,772         
減価償却費 4,601,090          40,633,745       


　　　教育研究支援経費
消耗品費 10,712,110         
水道光熱費 2,182,306          
通信運搬費 2,121,262          
賃借料 83,018              
保守費 594,000             
諸会費 152,700             
報酬・委託・手数料 50,061,627         
減価償却費 34,898,838         
図書除却費 18,090,632         118,896,493     


　　　受託研究費等
　　　受託研究費


消耗品費 365,200             
水道光熱費 351,701             
通信運搬費 283,805             
賃借料 108,475             
報酬・委託・手数料 1,515,819          
租税公課 125,000             2,750,000         


　　　受託事業費
消耗品費 818,952             
印刷製本費 23,040              
旅費交通費 21,565              
通信運搬費 128,050             
賃借料 224,716             
報酬・委託・手数料 1,072,200          
租税公課 156,308             
職員人件費 994,000             3,438,831         


(16)　業務費及び一般管理費の明細
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　　　役員人件費
常勤役員人件費
　報酬 15,024,000        
　賞与 6,353,900          
　法定福利費 2,458,162          
　通勤手当 72,000              23,908,062         
非常勤役員人件費
　報酬 510,000            
　通勤手当 220,877            730,877             24,638,939       


　　　教員人件費
常勤教員人件費
　給料 273,259,959      
　賞与 116,875,156      
　退職給付費用 78,328,371        
　法定福利費 88,738,369        
　通勤手当 6,296,427          
　その他手当 28,443,618        591,941,900       
非常勤教員人件費
　給料 4,421,200          
　通勤手当 739,411            5,160,611          
臨時教員人件費
　給料 9,812,581          
　賞与 365,827            
　法定福利費 1,252,755          
　通勤手当 280,938            11,712,101         608,814,612     


　　　職員人件費
常勤職員人件費
　給料 51,135,600        
　賞与 21,638,066        
　退職給付費用 491,754            
　法定福利費 15,014,139        
　通勤手当 1,573,970          
　その他手当 17,475,641        107,329,170       
非常勤職員人件費
　給料 1,703,800          
　通勤手当 16,836              
　その他手当 735,075            2,455,711          
臨時職員人件費
　給料 18,817,386        
　法定福利費 3,553,269          
　通勤手当 878,220            23,248,875         133,033,756     


　　　一般管理費
消耗品費 6,121,290          
備品費 2,741,860          
印刷製本費 903,866             
水道光熱費 4,117,972          
旅費交通費 1,276,821          
通信運搬費 1,458,461          
賃借料 8,219,712          
車両燃料費 210,884             
福利厚生費 6,500                
保守費 5,909,200          
修繕費 86,484,143         
損害保険料 2,429,480          
広告宣伝費 825,000             
諸会費 1,791,100          
報酬・委託・手数料 70,250,211         
租税公課 242,328             
減価償却費 19,165,196         212,154,024     
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区　　　　分


大　　　　学


合　　　　計 　


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


　　　　該当事項はありません。


委託者 経費の別


直接経費


間接経費


直接経費


間接経費


種　　　　目


　


（注）　間接経費相当額を記載し、直接経費相当額については、外数として（　　）内に記載しています。
　　　　令和5年度繰越承認分は含んでいません。他大学の研究分担者に送金する分担金相当額除き、
　　　　当大学に帰属する研究分担者が受領する分担金相当額は含んでいます。


-                     2,500,000          2,500,000          -                     


（単位：円、件）


250,000            -                     


2,227,840                     


（単位：円）


62                   


-                     250,000            


当 期 受 入 額 受託研究収益 期　末　残　高


（単位：円、件）


(19)　共同研究の明細


合　　　　計
-                     


株式会社等


-                     


250,000            


　基盤研究（A）　分担
(195,000) 


58,500


4,203,000


13
283,500


1


　基盤研究（Ｃ）　分担
(945,000) 


合　　　　計
(14,010,000) 


32


1


2,151,000


　基盤研究（Ｂ）
(4,500,000) 


2
1,350,000


　基盤研究（Ｃ）
(7,170,000) 


15


　挑戦的萌芽研究
(1,200,000) 


360,000


(21)　科学研究費補助金等の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


-                     -                     


期　首　残　高 当 期 受 入 額 受託事業等収益 期　末　残　高


期　首　残　高


-                     


2,500,000          2,500,000          -                     


250,000            


(18)　受託研究の明細


※うち、現物による寄附は、「物品：1,281,148円（15点）」「図書：47,573円（27点）」です。


(17)　寄附金の明細


当 期 受 入 額 件　　　　数 摘　　　　要


2,227,840                     62                   ※


(20)　受託事業等の明細
（単位：円）


-                     3,438,831          3,438,831          -                     


-                     3,438,831          3,438,831          -                     
合　　　　計


地方公共団体
（設立団体）


-                     -                     -                     -                     


-                     -                     
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(22)　上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細


①　現金及び預金
（単位：円）


区  　　　 分


現　　　金


普通預金


計


②　未収金
（単位：円）


区  　　　 分


未収学生入学料収入


施設費未収金


受託事業未収金


寄付金未収金


その他


計


③　未払金
（単位：円）


区　　　　分


人件費


物件費


一般管理費


固定資産


その他


計


74,000


155,313,930


金　　　　　額


79,341,601                                            


24,198,263                                            


58,762,668                                            


4,324,000


246,562,661


171,188,906                                          


2,985,924                                             


5,900,450                                             


83,411,900


3,438,831


金　　　　　額


24,859                                                 


74,329,373                                            


74,354,232                                            


金　　　　　額
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公立大学法人三重県立看護大学事業報告書 


 


 


Ⅰ 理事長メッセージ 


 本学は平成９年に、三重県初の看護系大学として開学しました。さらに、平成 13 年には


県内で初めてとなる看護学研究科を設置し、三重県の看護学教育、研究の中核拠点としての


基盤づくりをしてまいりました。令和４年度には開学から 25 周年を迎えました。令和７年


３月には卒業生が 2,400 名を超え、それぞれが看護師、保健師、あるいは助産師の免許を持


ち、三重県内外で活躍しています。まさに本学の教育目的や教育理念に掲げる「質の高い人


材育成」の成果が表れています。 


本学の学部教育の特徴の一つに、全員が看護師・保健師の国家試験受験資格の取得を必修


としていることがあります。また、助産師の国家試験の受験資格が得られる教育課程も設置


し、人々の生涯を通じての看護ニーズに応えるための幅広い教育課程を編成しています。


「地域包括ケアシステム」や「地域包括医療」という言葉が使われ始めたように、人々がそ


の人らしく過ごせる生活を保障するために様々な職がその専門性を発揮して、その人にと


って必要なケアを共に作る時代に入っています。人文社会・看護・医学・理学・社会学・福


祉など様々な知が求められ、職を超えたつながりを作る力を持つためにも、看護学の学びを


とおして時代の要請を先取りできる人材となることが期待されています。 


看護は、人がその人らしく生き、生活するうえでの健康を維持増進していくことを支援し


ます。本学では地域に根差した大学として、多様化、高度化する保健医療ニーズや地域の特


性を的確に捉え、どの場においても質の高い看護を実践できる人材、地元を支える人材を育


成することを目標に教育の充実を図ります。 


本学には、これらのほかにも、教育・研究の成果を保健・医療・福祉の向上に役立てる仕


組みがあります。本学の地域貢献活動を充実・支援することを目的として地域交流センター


が設置され、公開講座やオープンクラスの実施、認定看護師の育成などを行っています。卒


業生も含めた地域の看護職のスキルアップや、県民の健康に関する意識の向上にも積極的


に取り組んでいます。 


本学の学生・院生には、看護学の知をもって人と人とのふれあいを大切に、地域における


さまざまな課題の解決に意欲的に取り組み、近未来を楽しく創造できる人材に育ってほし


いと願っています。 
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Ⅱ 基本情報 


１．目標 


当法人は、三重県における看護学の教育及び研究の中核的機関として、質の高い人材


を養成するとともに、社会に開かれた大学として、教育及び研究を推進し、その成果を


社会に還元することにより、三重県はもとより国内外の看護の発展並びに保健、医療及


び福祉の向上に寄与するため、大学を設置し、管理することを目標とする。 


 


２．業務内容 


当法人は次に掲げる業務を行う。 


（１）大学を設置し、これを運営すること。 


（２）学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこ


と。 


（３）法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以


外の者との連携による教育研究活動を行うこと。 


（４）公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 


（５）大学における教育研究成果の普及及び活用を通じ地域社会及び国際社会に貢献する


こと。 


（６）前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 


       


３．沿革 


平成 9年 4月 三重県立看護大学開学 


平成 9年 4月 地域交流研究センター設置 


平成13年 4月 大学院看護学研究科開設  


平成18年 3月 大学院専門看護師教育課程（精神看護学）認定  


平成21年 4月 地方独立行政法人化（公立大学法人三重県立看護大学設立）  


平成21年 4月 メディアコミュニケーションセンター設置  


平成21年 4月 地域交流センター設置（地域交流研究センターから名称変更） 


平成23年 7月 認定看護師教育課程「感染管理」開講 


平成24年 5月 看護博物館の開館 


平成25年 3月 大学院専門看護師教育課程（母性看護学）認定  


平成29年 6月 認定看護師教育課程「認知症看護」開講 


平成31年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（母性看護分野及び精神看護分野）認定 


  令和 2年 2月 高度実践看護師教育課程（専門看護師38単位） 


（老年看護分野） 認定 


令和 4年 5月 認定看護師教育課程（Ｂ課程）「感染管理」開講 
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４．組織図 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


５．所在地 


三重県津市夢が丘一丁目１番地１ 


 


６．資本金の額 


３，７７０，３２０，０００円 


（資本金のうち、三重県の出資額３，７７０，３２０，０００円） 


 


７．在学する学生の数（令和６年５月１日現在） 


  総学生数  ４３３名 


学士課程 ４０６名 


修士課程  ２７名 
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８．役員の状況（令和７年３月 31 日現在） 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 


役  職 氏  名 任  期 経  歴 


理事長 片田 範子 


令和4年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成29年 4月 関西医科大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事長・学長 


副理事長 加太 竜一 


令和4年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 副理事長・事務局長 


理事（教学研究担当）  玉田 章 


令和6年4月1日～ 


令和7年3月31日 


•平成17年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 6年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（企画情報担当） 大平 肇子 


令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成27年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 4年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事（地域貢献担当） 宮﨑 つた子 


令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•平成26年 4月 三重県立看護大学 教授 


•令和 6年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 安田 敏春 


平成31年4月1日～ 


令和8年3月31日 


•元三重県副知事 


•平成31年 4月 三重県立看護大学 理事 


理事〔非常勤〕 野嶋 佐由美 
令和6年4月1日～ 


令和8年3月31日 


・元高知県立大学学長 


•令和 6年 4月 三重県立看護大学 理事 


監事 後藤 貞明 


平成21年4月1日～ 


令和7年3月31日 


•後藤公認会計士事務所 


•平成21年 4月 三重県立看護大学 監事 


監事 小林 明子 


平成22年4月1日～ 


令和7年3月31日 


•楠井法律事務所 


•平成22年 4月 三重県立看護大学 監事 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 


 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一ネ


ットワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬及び非


監査業務に基づく報酬の額は、それぞれ5,720,000円（税込）及び０円である。 


 


９．教職員の状況（令和６年５月１日現在） 


教 員 ７５名（うち常勤 ５６名、非常勤 １９名） 


職 員 ２４名（うち常勤 ２４名） 


 


（常勤教職員の状況） 


常勤教職員数は、昨年度から４名増加し８０名となった。このうち、三重県からの出


向者は８名、医療機関等からの出向者は１名である。 
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10.ガバナンスの状況 


（１）ガバナンスの体制 


  第三期中期計画に基づき法令等を遵守し業務を効率的かつ効果的に運営していくため、


業務方法書に内部統制について定めるとともに、内部統制規程を整備している。また、教


育研究活動によって得られた成果や中期目標の達成状況等について、自己点検・評価を客


観的かつ継続的に行うとともに、地方独立行政法人法第 78 条の 2 の規定に基づき、三


重県公立大学法人評価委員会による業務の実績に関する評価を毎年度受審し、これらの結


果に基づいて改善に取り組むことにより、大学教育の質保証をさらに推進する。 


  さらに、会計処理をはじめ法人の業務運営等幅広い分野において、監査実施方針に基づ


き内部監査を計画的・体系的に実施し、監査結果については理事長へ報告し教職員へ情報


共有を諮るとともに、監事が出席する理事会において報告を行い、問題点等が発見された


場合は担当課等に今後の対応（改善）等報告を求める等、速やかに改善する。 


 


（２）法人の意思決定体制 
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Ⅱ 財務諸表の要約及び財務情報 


１．貸借対照表（資産・負債・純資産） 


① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）                （単位：百万円） 


区分 
第 12 期 


(令和２年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


資産合計 3,886 3,848 4,110 3,832 3,737 


負債合計 711 628 753 162 212 


純資産合計 3,174 3,219 3,357 3,670 3,524 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                  （単位：百万円） 


資産の部 金額 負債の部 金額 


固定資産 


 有形固定資産 


  土地 


  建物 


   減価償却累計額 


  構築物 


   減価償却累計額 


  工具器具備品 


   減価償却累計額 


  図書 


  その他の有形固定資産 


   減価償却累計額 


 無形固定資産 


 投資その他の資産 


流動資産 


 現金及び預金 


 その他流動資産 


３，４１５ 


３，３８９ 


１，０８０ 


３，３７１ 


△１，４３８ 


７３ 


△５９ 


２５３ 


△２１４ 


３２０ 


７ 


△４ 


２３ 


２ 


３２２ 


７４ 


２４７ 


固定負債 


 長期繰延補助金等 


長期寄附金債務 


  


流動負債 


 運営費交付金債務 


寄附金債務 


未払金 


リース債務 


 その他流動負債 


６ 


３ 


３ 


 


２０５ 


０ 


１ 


１７１ 


２ 


３０ 


負債合計 ２１２ 


純資産の部 金額 


資本金 


 地方公共団体出資金 


資本剰余金 


利益剰余金 


３，７７０ 


３，７７０ 


△６５４ 


４０８ 


純資産合計 ３，５２４ 


資産合計 ３，７３７ 負債純資産合計 ３，７３７ 


※各科目の金額は、単位未満を切り捨てているので、合計金額と一致しないことがある（以下の


表についても同じ。）。 


（※）運営費交付金債務の額：648,016 円（百万円未満のため、上表では０と表記。） 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（資産合計） 


令和６年度末現在の資産の合計額は、前年度比 94 百万円減（△2.4％（対前年度比
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率。以下同じ。））の 3,737 百万円となった。 


減少額の主な要因は、学内 LAN 構成機器の賃貸借終了に伴い工具器具備品が減少し


たこと等による。 


 （負債合計） 


令和６年度末現在の負債の合計額は、50 百万円増（31.0％）の 212 百万円となった。 


増加の主な要因は、退職手当等の未払金が多額であったこと等による。 


（純資産合計） 


令和６年度末現在の純資産の合計額は、145 百万円減（△3.9％）の 3,524 百万円と


なった。 


減少の主な要因は、不調であった無線 LAN（Wi-Fi）設備を更新に伴い除却したこと


による。 


 


２．損益計算書（経常費用・経常利益・当期総損益） 


① 損益計算書の要約の経年比較（５年）               （単位：百万円） 


区分 
第 12 期 


(令和2年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


経常費用 1,008 1,014 1,211 1,106 1,291 


経常収益 1,104 1,044 1,228 1,085 1,263 


当期総利益 136 33 20 384 △19 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


経常費用（Ａ） １，２９１ 


 業務費 


  教育経費 


  研究経費 


  教育研究支援経費 


  人件費 


  その他 


 一般管理費 


 財務費用 


 雑損 


１，０７９ 


１４７ 


４０ 


１１８ 


７６６ 


６ 


２１２ 


０ 


０ 


経常収益（Ｂ） １，２６３ 


 運営費交付金収益 


 授業料等減免費交付金 


 学生納付金収益（授業料収益、入学金収益及び検定料収益） 


 その他 


８４９ 


１３ 


２７６ 


１２３ 
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臨時損益（Ｃ） △１ 


その他調整額（Ｄ） ９ 


当期総利益（Ｂ-Ａ+Ｃ+Ｄ） △１９ 


（※）財務費用の額：23,343 円、雑損の額：181,400 円（百万円未満のため、上表では０と表記。） 


（※）その他調整額の内容及び額：目的積立金取崩額 9,584,431 円 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（経常費用） 


   令和６年度に発生した経常費用は、185 百万円増(16.7％）の 1,291 百万円となった。 


増加の主な要因は、県からの施設整備費補助金等を用いた修繕工事の実施が多かっ


たことにより、施設整備にかかる修繕費が 36 百万円増（71.8％）となったこと、また、


常勤教員数及び定年退職に伴う退職手当執行額の増加等により、常勤教員人件費が 134


百万円増（29.4％）となったこと等による。 


（経常収益） 


令和６年度に発生した経常収益は、178 百万円増（16.4％）の 1,263 百万円となった。 


増加の主な要因は、県からの施設整備費補助金を用いた修繕工事の実施が多かった


ことにより、施設費収益が 60 百万円増（152.9％）となったこと、また、常勤教員数及


び定年退職に伴う退職手当執行額の増加により、運営費交付金収益が 132 百万円増


（18.5％）となったこと等による。 


（当期総損失） 


上記により、令和６年度は当期総損失△19 百万円（前年度は当期総利益 384 百万円）


となった。 


 


３．純資産変動計算書 


                                 （単位：百万円） 


区分 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 


当期首残高（Ａ） ３，７７０ △５４１ ４４１ ３，６７０ 


当期変動額（Ｂ） － △１１２ △３２ △１４５ 


 固定資産の取得 － ３ △３ － 


 固定資産の除売却 － △７ － △７ 


 減価償却 － △１０８ － △１０８ 


 当期純損失 － － △２９ △２９ 


当期末残高（Ａ+Ｂ） ３，７７０ △６５４ ４０８ ３，５２４ 


当事業年度の純資産は、固定資産の取得及び当期総損失の計上により 145 百万円減少し、 


3,524 百万円となりました。 
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４．キャッシュ・フロー計算書（業務活動・投資活動・財務活動によるキャッシュ・フロー）  


①キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）        （単位：百万円）  


区分 
第12期 


(令和２年度) 


第13期 


(令和3年度) 


第14期 


  (令和4年度) 


第15期 


  (令和5年度) 


第16期 


  (令和6年度) 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 
92 △21 37 △44 △112 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 
△63 △16 △16 111 3 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 
△35 △35 △35 △34 △34 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


区分 金額 


Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（A） △１１２ 


 原材料、商品又はサービスの購入による支出 


人件費支出 


 その他の業務支出 


 運営費交付金収入 


 学生納付金収入 


 その他の業務収入 


△２３０ 


△６９０ 


△１４５ 


６６８ 


２６０ 


２５ 


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（B） ３ 


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △３４ 


Ⅳ 資金増加額（D＝A+B+C） △１４３ 


Ⅴ 資金期首残高(E) ２１８ 


Ⅵ 資金期末残高(E+D) ７４ 


 


【財務諸表に記載された事項の概要（内訳及び増減理由）】 


（業務活動によるキャッシュ・フロー） 


  令和６年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、67 百万円減（△151.8％）の△


112 百万円となった。 


減少の主な要因は、人件費支出が増加したのに対し、運営費交付金未収金が多かった


こと等による。 


（投資活動によるキャッシュ・フロー） 


令和６年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、107 百万円減（△96.9％）の 3


百万円となった。 


減少の主な要因は、固定資産の取得及び施設費収入が少なかったことによる。 
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（財務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和６年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、前事業年度と同額の△34 百万


円となった。 


 


５．セグメントの経年比較・分析 


当法人は単一セグメントにより事業を行っているため、記載を省略している。 


 


６．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 


令和６年度は当期未処理損失の処理をする。 


  令和６年度においては、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てるた


め前中期目標期間繰越積立金から 3 百万円、教育研究の質の向上並びに組織運営及び施


設設備の改善積立金から 9 百万円を使用した。 


 


７．重要な施設等の整備等の状況 


（１）当事業年度中に完成した主要施設等 


該当なし。 


（２）当事業年度中おいて継続中の主要施設等の新設・拡充 


該当なし。 


（３）当事業年度中に処分した主要施設等 


該当なし。 


（４）当事業年度中において担保に供した施設等 


  該当なし。 


 


８．予算と決算との概況 


以下の表は、当法人が策定した予算に対する決算の状況について表示したものである。 


なお、予算と決算の差額の理由については、令和６年度において予算と決算の差額が 10


百万円以上の項目について表記した。 


                               （単位：百万円）  


区分 


第 12 期 


(令和2年度) 


第 13 期 


(令和3年度) 


第 14 期 


(令和4年度) 


第 15 期 


(令和5年度) 


第 16 期 


(令和6年度) 


予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 
差額 


理由 


収入 1,186 1,228 1,068 1,360 1,371 1,437 1,240 1,189 1,195 1,258  


運営費交付金収入 738 730 730 746 738 762 778 746 737 817 ※１ 


補助金等収入 105 107 68 295 301 348 116 116 139 100 ※２ 


学生納付金収入 232 243 248 252 248 244 247 244 238 242  


その他収入 37 39 21 25 39 49 46 47 59 85 ※３ 
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目的積立金取崩 72 86 0 40 43 32 50 34 20 12  


支出 1,186 941 1,068 1,192 1,371 1,427 1,240 1,149 1,195 1,239  


教育研究経費 353 323 296 282 333 293 337 308 310 269 ※４ 


一般管理費 174 111 117 259 363 442 196 201 221 197 ※５ 


人件費 658 617 649 643 669 683 700 634 660 766 ※６ 


その他支出 － 3 5 6 4 7 5 5 3 6  


収入－支出 － 188 － 168 － 10 － 39 － 18  


※１ 当初見込みより教員採用数が多くなったこと等に伴い、予算額に比して決算額が 80


百万円増加している。 


※２ 施設整備補助金を用いた工事の入札差金が生じたこと等に伴い、予算額に比して決


算額が 39 百万円減少している。 


※３ 退職手当支給にあたり第三期中期計画期間運営費交付金債務を取崩したこと等に伴


い、予算額に比して決算額が 26 百万円増加している。 


※４ 学長特別研究費の配賦が当初見込みより少なかったこと、光熱費の使用が当初見込


みより少なかったこと等に伴い、予算額に比して決算額が 41 百万円減少している。 


※５ 予算段階では予定していなかった無線 LAN ネットワーク機器更新等修繕工事の増に


対し、施設整備補助金を用いた工事の減少に伴い、予算額に対して決算額が 24 百万円


減少している。 


※６ 教員数の増加、退職手当支給等に伴い、予算額に比して決算額が 106 百万円増加し


ました。 


 


Ⅲ 事業に関する説明 


１．財源の内訳 


令和６年度の当法人における事業の実施財源となる経常収益は、1,263 百万円で、その


内訳は、運営費交付金収益 849 百万円（67.3％（経常収益に対する比率。以下同じ。））、


学生納付金収益（授業料、入学金及び検定料）276 百万円（21.9％）及びその他収益 136


百万円（10.8％）となっている。 


 


２．財務情報及び業務の実績に基づく説明 


  令和６年度においても、年度計画に基づき、大学の目的である教育研究の質の向上を図


るため、別紙のとおり大学の教育研究等の向上に関する取組みを行った。 


  また、令和６年度において事業に要した経費（経常費用）は、1,291 百万円で、その内


訳は、教育経費 147 百万円（11.4％（経常費用に対する比率。以下同じ。））、研究経費 40


百万円（3.2％）、教育研究支援経費 118 百万円（9.2％）、受託研究費２百万円（0.2％）


受託事業費３百万円（0.3％）、人件費 766 百万円（59.3％）及び一般管理費等 212 百万円


（16.4％）となっている。 


  なお、当法人は、大学全体を一つのセグメントとして事業を行っている。 
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３．運営費交付金の債務及び当期振替額の明細 


（１）運営費交付金債務の増減額の明細                 


（単位：円） 


交付年度 期首残高 
交付金 


当期交付額 


当期振替額 


期末残高 運営交付金


収益 


資本 


剰余金 
小計 


令和３年度 － － － － － － 


令和４年度 1,562,517 － 1,562,517 － 1,562,517 － 


令和５年度 31,834,540 － 31,186,524 － 31,186,524 648,016 


令和６年度 － 817,223,000 817,223,000 － 817,223,000 － 


合計 33,397,057 817,223,000 849,972,041 － 849,972,041 648,016 


 ※三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付された 74,000 円は寄附金債務に含め、上記に


は含めていません。 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 


① 令和３年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  －  


 


② 令和４年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


1,562,517 


①費用進行基準を採用した事業等 


退職手当 
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資本剰余金 


－ 


②当該業務に係る損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額


退職手当：1,562,517 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


③振替額の積算根拠 


業務進行に伴い支出した運営費交付


金債務 1,562,517 円を収益化。 


計 


1,562,517 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  1,562,517  


 


③ 令和５年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 － 該当なし 


資本剰余金 － 


計 － 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


31,186,524 


①費用進行基準を採用した事業等 


退職手当 


②当該業務に係る損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額


退職手当：31,186,524 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


③振替額の積算根拠 


業務進行に伴い支出した運営費交付


金債務 31,186,524 円を収益化。 


資本剰余金 


－ 


計 


31,186,524 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  31,186,524  


 


④ 令和６年度交付分                         （単位：円） 


区分 金額 内 訳 


期間進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


771,151,916 


①期間進行基準を採用した事業等 


費用達成基準を採用した業務以外


の全ての業務 
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資本剰余金 


－ 


②当該業務に関する損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額 


  業務費：101,143,987 


人件費：670,007,929 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


ｳ)固定資産の取得額：0 


③運営費交付金収益化額の積算根拠 


 期間進行基準に係る運営費交付金


債務 771,151,916 円を収益化。 


計 


771,151,916 


費用進行基準による振


替額 


運営費交付金収益 


46,071,084 


①費用進行基準を採用した事業等 


退職手当 


②当該業務に係る損益等 


ｱ)損益計算書に計上した費用の額


退職手当：46,071,084 


ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 


③振替額の積算根拠 


業務進行に伴い支出した運営費交付


金債務 46,071,084 円を収益化。 


資本剰余金 


－ 


計 


46,071,084 


会計基準第 79 第 7 項に


よる振替額 


 
－ 


該当なし 


 


合計  817,223,000  


 


（３）運営費交付金債務残高の明細 


                                   （単位：円） 


交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 


令和３年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


計 －  


令和４年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 
－ 該当なし 


計 －  


令和５年度 期間進行基準を採用した業務 648,016 人件費 
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に係る分 ・令和５年度の残高のうち、令和６年


度退職手当充当後の人件費執行残。当


該債務は中期目標期間終了時に設立


団体へ納付する予定。 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 
該当なし 


計 648,016  


令和６年度 期間進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 該当なし 


費用進行基準を採用した業務


に係る分 


－ 該当なし 


計 －  
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【別紙】大学の教育研究等の向上に関する取組 


① 教育に関する取組 


本学のアドミッションポリシー＊や入学者選抜について、県内高等学校や市町を対象と


した説明会やオープンキャンパス＊、学外で実施された進学説明会等において周知を図っ


た。 


特別選抜における「多言語多文化選抜」区分の新設や、「地域推薦型選抜」「東紀州地域


指定校推薦型選抜」及び「多言語多文化選抜」への小論文の導入など入試制度の変更を行い、


令和７年度入学者選抜試験を適切に実施した。 


研究科の入学生確保に向けては、オープンキャンパスと同時開催したオープンゼミ＊の


実施や連携協力協定病院への説明、関係者への大学院募集案内等の送付のほか、学部生への


進学説明会の実施や保護者へのリーフレット送付など様々な方法により、アドミッション


ポリシー、大学院入試制度の周知や進学メリットのPRに努めた。また、学内推薦で進学する


学部生の入学料を免除する制度の適用を開始し、１名の進学があった。 


マヒドン大学との国際交流について、新型コロナウイルス感染症の影響により中止して


いた学生の相互受け入れを再開した。 


教育内容の改善に向けては、「教員相互の授業点検・評価」や「学生による授業評価」な


どを実施するとともに、FD＊活動として研修会を開催した。 


国家試験対策としては、担当教員によるきめ細かな支援、模試や特別講座の実施などに取


り組み、看護師、保健師、助産師の国家試験合格率はいずれも100％であった。また、学生


の卒業後の進路決定を支援するため、県内病院や行政機関の職員、本学卒業生と直接対話で


きる機会を設けるとともに、卒業生とつながる場を提供した。 


博士後期課程の設置に向け、学内での検討を進めた。 


 


② 研究に関する取組 


県内病院等の看護研究を支援するための各種研修会の開催などに取り組んだ。 


競争的研究資金の獲得に向けて、教員間における相互支援体制を継続するとともに、研究資


金獲得のための研修会を開催した。 


教員の研究活動等を公表するため、ホームページに教員の研究業績や研究課題等を掲載


した。また、みかん大出前講座＊やみかん大リクエスト講座＊等を通じて、教員の研究活動


の成果を地域や県民に還元した。 


連携協力協定病院との連携を深めながら研究の活性化、発展を図ることを目的とした共


同研究を令和７年度から開始するための準備を行った。 


研究倫理審査については、本審査と迅速審査の２つの審査方法により迅速かつ適正に実 


施するとともに、研究倫理審査規程等を随時見直し、研究倫理の堅持と透明性の確保に努め


た。また、研究インテグリティ＊に関する研修や研究費執行マニュアルの改訂内容の周知を


行うなど、不正防止の意識向上に努めた。 
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③ 社会・地域貢献等に関する取組 


看護職者の資質向上のため、認知症対応、助産師の実践能力向上などに資する研修を三


重県から受託して実施した。また、認定看護師教育課程「感染管理」を三重大学医学部附


属病院と連携のもと継続して実施するとともに、令和５年度修了生に対しては、認定審査


試験に向けた支援を行った。 


本学卒業生のキャリア支援については、ニーズに応じたキャリア継続支援を行った。 


県民に向けた取組として、専門分野を活かした教員からの提案により実施する講師派遣や


講座開催に取り組んだ。いずれも参加者の満足度は高く、県民のニーズに応えられた。 


教員がそれぞれの専門性を活かして、行政機関の委員会や審議会、各種学会の委員等に


就任するなど社会活動に参画した。 


また、県内病院等の看護管理者との意見交換会を行い、連携を深めるとともに、地域の医


療機関のニーズを把握した。 


連携協力協定病院は 1機関増えて 14 病院となり、連携強化に向けて各病院の看護管理者 


との意見交換会を初めて開催した。 


 


④ 大学運営に係る環境整備に関する取組 


学生生活に関するニーズを把握するため、学生アンケートを実施したところ、本学の生活


支援制度についての満足度は高い結果が得られた。また、国の修学支援制度や本学独自の


「みかん大修学支援給付金」により学生への支援を実施した。 


教職員が働きやすい職場環境の改善に向けては、教職員満足度アンケートを実施し、結果


をふまえ改善につながるよう検討を行った。 


教育環境の整備として、学内無線LANの増強、分娩シミュレーターの整備等を進めた。 


本学環境マネジメントマニュアルに従い、環境に配慮した業務遂行により、電気・ガス消


費量及び紙の消費量の削減に努めた。 


大規模災害発生時等の学生・教職員の安否確認のためのシステムについて２回の操作訓


練を実施するとともに、大規模地震災害対策マニュアルに基づいた防災訓練を実施した。 


また、南海トラフ地震臨時情報の発表を契機に避難経路の点検や備蓄品の保管状況を確


認するとともに、災害時に迅速かつ実効性のある対応が行えるよう大規模地震災害対策マ


ニュアルを見直した。 


学生や教職員に対するハラスメント防止研修会をそれぞれ開催した。さらに、学生に対し 


ては４月のオリエンテーション及びガイダンスで、ハラスメントと本学における防止体制


について説明を行った。 


 


⑤ 的確な業務運営の実施及び業務改善に関する取組 


理事会、経営審議会、教育研究審議会において、大学運営等に関する審議、意見交換を行


った。 


理事長の補佐機関である企画運営会議等を開催し、法人や大学運営に関しての継続的な
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改善・改革を進めるとともに、大学戦略会議では、大学が直面する喫緊の課題への対応、高


大社接続への取組方針や大学の将来構想に関することについて議論を行った。 


優秀な教員を確保するため、公募による教員の採用や昇任を行った。また、連携協力協定


病院等との人事交流により１名を助手として受け入れた。 


教員の育成のため、教員活動評価・支援制度に基づいて、各教員が自己評価を行うととも


に、学長若しくは上位教員が面談評価を行うなど人材マネジメントを実施した。また、令和


５年度に運用を見直した大学院研修制度により、対象者１名を認定した。 


事務局職員については、法人固有職員２名の採用を決定するとともに、研修体系を見直し 


て新規採用職員研修や中堅職員向けの研修を実施し、職員の能力向上を図った。 


 


⑥ 財務内容の改善に関する取組 


認定看護師教育課程「感染管理」の開講、MCNレポート（広報紙）の広告掲載や修学支


援基金への寄付の募集を行い、自己収入の確保に努めた。 


また、県の補助金を活用し、グラウンドトラックの改修や機械棟・講堂棟の外壁改修を 


行い、将来にわたって施設や整備を維持できるように取り組んだ。 


 


⑦ 大学教育の質保証及び情報の公開・発信に関する取組 


令和５年度業務実績について、年度計画管理表により進捗管理を行い、その内容につい


て自己点検評価委員会で検証・確認を行った。その結果について三重県公立大学法人評価


委員会の評価を受けた。評価結果については理事会、経営審議会、教育研究審議会及び教


授会でフィードバックし、改善に取り組んだ。 


内部監査については、結果を教職員へ情報共有するとともに、担当課等に改善・対応等


について報告を求めた。なお、令和５年度の指摘事項については、全て対応済みである。 


本学広報紙やホームページなど様々な広報媒体の特性を活かして大学情報を発信した。 


 


〇用語説明 


アドミッションポリシー 


入学者の受入方針。各大学・学部等が、その教育理念や特色等をふまえ、どのような教


育活動を行い、また、どのような能力や適正等を有する学生を求めているのかなどの考え


方をまとめたもの。入学者の選抜方法や入試問題の出題内容等にはこの方針が反映され


る。 


 


オープンキャンパス 


本学を志望する高校生、高等学校教員、保護者に入試説明、大学案内、卒業生のメッセ


ージ、個別相談等を実施する。 
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オープンゼミ 


大学院への進学希望者を対象に、大学院の紹介、入試説明、在学生からのメッセージ、


希望分野の教員との個別面談等を実施する。 


 


研究インテグリティ 


研究者及び大学・研究機関等における研究の健全性・公正性。 


 


地域包括ケア（システム） 


ニーズに応じた住宅が提供されることを基本とした上で、生活上の安全・安心・健康を


確保するために、医療や介護のみならず、福祉サービスを含めた様々な生活支援サービス


が日常生活の場（日常生活圏域）で適切に提供できるような地域での体制。（地域包括ケ


ア研究会報告書、2008） 


 


みかん大出前講座 


本学教員が自身の教育、研究、社会活動の専門性や成果を活かし、県民の皆さんや看護


職をはじめ医療、福祉の専門職の皆さんを対象として、地域に出向いて講演等を行うも


の。 


 


みかん大リクエスト講座 


「みかん大出前講座」にない内容について、要望に合わせて、本学教員を派遣して講演


等を行うもの。 


 


FD（Faculty Development） 


大学教員の教育能力を高めるための実践的方法のことであり、大学の授業改革のための


組織的な取組方法をさす。 


 








公立大学法人　三重県立看護大学
（単位：円）


予算額 決算額
差額


（決算－予算）
備考


収入


運営費交付金 737,954,000 817,223,000 79,269,000 （注１）


授業料等減免費交付金 22,978,000 13,453,900 △9,524,100 （注２）


自己収入 263,843,000 269,020,998 5,177,998


授業料、入学金及び検定料収入 238,184,000 242,297,300 4,113,300


雑収入 25,659,000 26,723,698 1,064,698


産学連携等研究収入及び寄附金収入等 9,878,000 11,290,950 1,412,950 （注３）


補助金収入 139,100,000 100,571,900 △38,528,100 （注４）


目的積立金 20,360,000 12,965,831 △7,394,169 （注５）


基金取崩額 1,000,000 800,000 △200,000 （注６）


運営費交付金債務取崩額 0 32,749,041 32,749,041 （注７）


1,195,113,000 1,258,075,620 62,962,620


支出


業務費 970,592,000 1,036,265,676 65,673,676


教育研究経費 310,306,000 269,778,369 △40,527,631 （注８）


人件費 660,286,000 766,487,307 106,201,307 （注９）


一般管理費 221,344,000 197,372,838 △23,971,162 （注10）


受託研究等経費 3,177,000 6,188,831 3,011,831 （注11）


予備費 0 0 0


1,195,113,000 1,239,827,345 44,714,345


－ 18,248,275 18,248,275


〇　本表は当法人の予算区分に従って、当初予算額と決算額（予算執行額）を表示し、差異説明をしています。


　　従って、財務諸表とは、科目表示も異なり授業料等収入や業務費、人件費等で算定条件が異なっています。


〇　予算と決算の差異について


       なお、「三重県ふるさと応援寄附金を財源として交付されたものは「産学連携等研究収入及び寄附金収入等」に含めています。


（注３）当初見込みより科学研究費助成事業等間接経費収益が少なかったのに対し、予算段階では予定していなかった受託研究契約


　　 　締結等に伴い、予算額に比して決算額が1,412千円増加しました。


（注４)入札差金に伴い、予算額に比して決算額が38,528千円減少しました。


（注５）入札差金等に伴い、予算額に比して決算額が7,394千円減少しました。


（注６）みかん大修学支援給付金希望者が少なかったことに伴い、予算額に比して決算額が200千円減少しました。


（注７）退職手当支給にあたり第三期中期計画期間の運営費交付金債務取崩したことに伴います。


（注８）光熱費及び学長特別研究費等の配賦が当初見込みより少なかったこと等に伴い、予算額に比して決算額が40,527千円減少


      しました。


（注９）教員数の増加、退職手当支給等に伴い、予算額に比して決算額が106,201千円増加しました。


（注１０）予算段階では予定していなかった無線LANネットワーク機器更新等修繕工事の増に対し、施設整備費補助金を用いた工事の


      減少に伴い、予算額に比して決算額が23,971千円減少しました。


（注１１）予算段階では予定していなかった受託研究契約締結等に伴い、予算額に比して決算額が3,011千円増加しました。　　


令和６年度　決算報告書


区分


計


計


収入－支出


（注１）当初見込みより教員採用数が多くなったこと等に伴い、予算額に比して決算額が79,269千円増加しました。


（注２）当初見込みより授業料等減免対象者が少なかったことに伴い、予算額に比して決算額が9,524千円減少しました。







